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むすびにかえて
問題の所在
　わが国の生糸類輸出は、開港後、急速な勢いで増大しつづけた。生糸類輸出額の総輸出額に占める
比率は、明治元年以降、25年に至る間に2、3の年度を除いて約40～60％の割合をしめした1）。　この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一333一
うち、生糸は明治初年に約70万～120万斤を上下していたが、10年代前半140万斤、10年代後半200万
斤2）、20年代初頭には400万斤台に達し、さらに30年600万斤台34年800万斤台、39年には1千万斤台
に及び、大正2年には2千万斤台を記録するに至った3）。これは、生糸類輸出額の90％以上にも及ぶ
ことになる。
　かかる生糸輸出の増大に促進されてわが国製糸業は発展し、長野・岐阜を中心に器械製糸工場も出
現した。しかし、全国主要製糸地帯の明治29年における器械化率をみてみると、長野（93％）、岐阜
（93％）、山梨（80％）、愛知（88％）とこの4県は高い比率をしめしているが、その反面、群馬（21
％）、埼玉（20％）、福島（12％）、山形（37％）4）とこの4県は低く、地域的な偏向がみられる。すな
わち、製糸業の発展によって全国均一的に器械製糸場が設立されたわけではなく、地域によりその生
産・流通形態は多様性をもったのである。その顕著な現象として、わが国では大正初年度まで器械糸
と座繰糸が並行して生産されることになった。第1表に示したように、座繰糸は明治26年に至るまで
器械糸を凌駕しており、明治27年に器械糸が座繰糸を逆転し、座繰製糸から器械製糸への移行が進展
するが、座繰糸は停滞するものの60～80万貫生産され続ける。また、釜数（この時期には、器械製
糸・座繰製糸とも大体工女一人一釜と考えてよい）についてみると、大正4年当時、器械製糸20万
5588釜に対し、座繰製糸33万3697釜であり、器械製糸の釜数（すなわち労働者数）が、座繰製糸のそ
れを凌駕するのは、大正8年のことなのである5）。
　以上の点から、わが国製糸業の研究にとって座繰製糸の分析がいかに重要であるか確認できたが、
では、なぜ座繰製糸は大正期まで残存できたのか。まず第1に、器械製糸に比して生産価格が低廉で
あったことを提起できる。すなわち、第2表からわかるように、座繰糸の貫当価格は50円以下で器械
糸より安価であった。これは、座繰糸のほとんどが養蚕農家あるいは賃挽農家によって生産されてい
たため生産費を低くおさえることが可能であったからである。また、座繰糸は国内市場に販路を見い
出したことも忘れてはならない。第2に、改良座繰の普及と座繰糸の仕上げ工程における共同揚返
し・荷造りによって、品位の統一と荷口の大量化が図られたことも座繰糸が器械糸に対抗できた一つ
の要因である6）。　この場合、仕上工程の集中が生糸商人であるか座繰小経営者であるかによって生産
関係は多様性をもち、つぎの4類型に分けられる7）。
　（1）養蚕一製糸農民の生産した生糸を生糸商が買集め、荷造工程のみを集中するぽあい（福島県福
　　島町共同荷造所・協立荷造所など）。
　（2）繭生糸商が購入繭を賃挽させ、揚返・荷造工程を集中するぽあい（福島県郡山町の真製組・正
　　製組、群馬郡前橋市の天原社・昇立社など）。
　（3）座繰小経営が購入繭を繰糸し、共同揚返・荷造を行なうぽあい（群馬県前橋市交水社など）。
　（4）養蚕＝製糸農民が、製出生糸を共同揚返・荷造するぽあい（群馬県碓氷社・甘楽社・下仁田社
　　など）。
　このように、座繰製糸も地域性を色濃くもちながら残存してきたのであるが、もう一つ提起しなけ
れぽならないのは製糸金融の重要性である。すでに、製糸金融に関する研究は器械・座繰製糸の両面
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から分析されており、たとえぽ、器械製糸地帯（長野・山梨・
岐阜）では購繭資金や荷為替金調達の観点から横浜売込問屋
および地方銀行〔長野の第十九（国立）銀行8）、山梨の第十
（国立）銀行・若尾銀行9）、岐阜の第十六（国立）銀行10）〕
の分析が行なわれてきたことは周知の事実である。また、座
繰製糸地帯（群馬・福島）の研究も産業金融史研究の活発化
のなかで、群馬では第三十九（国立）銀行11）あるいは製糸組
合「碓氷社12）」福島では福島商業銀行・第百七（国立）銀行13）
等の研究成果が発表されている。そして、これらの諸研究に
よって結論づけられた点は、地方銀行の製糸資金貸出額14）は
売込問屋よりも大きかったが、糸況などに精通した売込問屋
が日本銀行を頂点とする売込問屋金融によってわが国製糸業
を基底から支えていたという見解であった。本稿で分析する
座繰製糸（とくに製糸組合）についても、群馬県の「碓氷
社」を分析した石井寛治氏は「農工未分離であるために、外
部から金融をうける必要がまったくないかのようにみえる組
合製糸においてすら、売込問屋金融が組合員個別経営の再生
産の内部にきわめて深く介入し，’その不可欠の要因となって
いる」と述べ、さらに「このように売込問屋金融が、群馬県
座繰製糸業においても決定的な重要性をもっていたというこ
とは、製糸金融が、地方産業として発展する製糸業を、日本
銀行を頂点とする中央の資金創出機構の下に、売込問屋金融
を媒介にして編成し、地方における資本蓄積の限界（それは
中央と無関係に成立するのではない）を乗り越えて製糸業を
　　　　　　　　　　　　　　　　第2表　器械糸と座繰糸の価格
第1表器械糸と座繰糸
　　　　　種類
N次 1器械糸 陣繰糸
千貫 千貫
明治22（1889） 356 524
23（1890） 368 499
24（1891） 450 665
25（1892） 517 603
26（1893） 588 645
27（1894） 734 562
28（1895） 903 699
29（1896） 812 630
30（1897） 835 702
31（1898） 787 691
32（1899） 934 820
33（1900） 991 764
34（1901） 1，037 713
35（1902） 1，067 725
36（1903） 1，163 681
37（1904） 1，196 664
38（1905） 1，207 631
39（1906） 1，408 655
40（1907） 1，636 692
41（1908） 1，777 765
42（1909） 2，025 715
43（1910） 2，235 758
44（1911） 2，398 824
大正1（1912） 2，693 731
2（1913） 2，851 636
〔備考〕　『横浜市史』第4巻下41頁
　　による。（原典は『農林省累年
　　統計表』）
器 械
?
座 繰
?
年　次 生　産　高
@　（貫）
同　価　額
@　千円） 貫当緬格
生　産　高
@　（貫） 同　価額@（千円） 貫当価格
明治　38 1，207，108 70，878 58．7 631，989 32，574 51．5
39 1，408，602 94，587 67．1 655，001 37，855 57．7
40 1，636，536 108，663 66．4 692，880 41，969 60．6
41 1，777，675 101，738 57．2 765，059 37，316 48．8
42 2，025，466 107，322 52．9 715，182 32，027 44．8
43 2，235，760 123，004 55．0 758，813 35，623 46．9
44 2，398，314 129，274 53．8 824，225 37，907 45．9
大正　1 2，693，748 145，242 59．9 731，942 33，961 46．4
〔備考〕　山口和雄「製糸業の発展と製糸金融」20頁による。（『日本産業金融史研究』製糸金融編所収）
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より急速に発展せしめる役割を担ったことを意味するぼかりでなく、製糸業自体が、不安定な国外製
品販売市場と、これまた不安定な国内原料購入市場（碓氷社のぽあいは市場とはいえぬが）とを基盤
　　　　　　　　ヨ　　　－N　　　あ　　　s　　　h　　　s　　　も　　　ミとするために、きわめて不安定な性質をもっており、常に売込問屋によって金融面で支えられること
によってのみ、存続するような脆弱なものでしかなかったことをも意味する15）」と売込問屋の重要性
を指摘した。
　以上の見解からわかるように、従来の製糸金融史研究では売込問屋の役割が過大なほどに評価され、
その反面、地方銀行のそれは過小評価されてきた傾向がある。しかし、わが国製糸業が強い地域性を
もっていたのと同様わが国地方銀行も地域によって存立基盤を異にしており、製糸金融に大きな役割
をもった地方銀行も存在する。本稿で分析する「小鹿野銀行」もそうした地方銀行であり、設立当初
から製糸組合「改伸社」のいわぽ「機関銀行」として機能している。したがって、製糸金融の実態を
把握するためには、売込問屋の重要性を強調するだけでなく地方銀行の詳細な個別実証研究が必要と
考えられる。そこで本稿では、主として小鹿野銀行の・経営内容を多角的に分析し、「小鹿野銀行」・．
「改伸社」・「売込問屋」の三者が如何なる関連のもとに製糸金融を展開していたかを実証分析し、従
来の見解を検証したい。また筆者は、明治中期に座繰製糸堆帯に存立した地方銀行（小鹿野銀行）が
明治後期から大正前期の「座繰製糸から器械製糸への移行期」、換言するならぽ改伸社から碓氷社・
甘楽社の進出および埼玉社の設立、という変動期において如何なる対応と変貌をとげるか、というこ
とを解明する大きな構想をいだいている。すなわち、座繰製糸地帯における製糸技術の変遷にともな
う地方銀行の消長を明らかにしたいと考えているのである。したがって、本稿はその前半部を構成し
そおり、大正期については別稿で分析を試みる予定である。
　それでは、まず調査地である秩父郡の明治期における製糸業の特質について述べることにしよう。
　　注
　1）　『横浜市史』第3巻上（昭和36年）465頁。
　2）　同上467頁。
　3）　『横浜市史』第4巻上（昭和40年）37頁。
　4）　同上49頁。
　5）　同上39～40頁。
　6）　石井寛治氏によれば、改良座繰の「改良」とは綾取り揚枠を用いることと、大量揚返し・荷造りをして品
　　　位の統一と荷口の大量化を図ることの2点が中心であったと述ぺている（石井寛治「座繰製糸業の発展過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　程」、27頁、『社会経済史学』Vo1．28．　No．5．昭和38年、所収）。
　7）　前掲『横浜市史』第4巻上、87～89頁。
i　8）　山口和雄「第十九銀行の製糸金融」（『日本産業金融史研究』製糸金融編、昭和41年、所収）。
　9）石井寛治「山梨県の製糸金融」（前掲『日本産業金融史研究』製糸金融編、所収）。
　10）　第十六国立銀行の詳細な研究として、加藤隆「第十六国立銀行の史的研究」（『政経論叢』第29巻第5号、←
　　　昭和35年）がある。また、岐阜県製糸金融に関するものとして、加藤隆「明治前期の岐阜県金融史（→O」1
　　　（『政経論叢』第31巻第4号・第32巻第6号、昭和38・39年）、同「明治前期の地方金融一明知濃明会社セど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！　　　ついて一」（『明治大学社会科学研究所紀要』昭和38年）がある。
：11）　藤井光男・治枝「上州製糸業地域における国立銀行の成立と変貌（1）（2）」（『社会経済史学』30－2、30－5、
　　　昭和40年、所収）。石井寛治「前橋座繰製糸業の発展・没落と製糸金融」（前掲『日本産業金融史研究』製
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　　糸金融編、第5章第1節、所収）。
12）　石井寛治「組合製糸の展開と製糸金融」（前掲『日本産業金融史研究』製糸金融編、第5章第2節、所収）。
13）　杉山和雄「福島県の製糸金融」（前掲『日本産業金融史研究』製糸金融編、第4章、所収）。
14）　明治43年に刊行された二宮峰男『生糸貿易と金融』によれぽ、「例年新繭登成期には全国金融市場活動し、
　　二千五百万ないし三千万円の資金は繭資金として一時流用さるぺく、而して基金額の約四分の一は年々横
　　浜金融市場に於て調達さるぺきもの也」（52頁）と、地方銀行が製糸資金貸出額の4分の3を占めていた
　　ようである。
15）　前掲「組合製糸の展開と製糸金融」685頁。
1．明治期の秩父製糸業と製糸組合
　　（i）　秩父製糸業の発達と特色
　明治22年の『秩父郡長答申書』は、秩父郡の生活状況について次のように記している。「本郡ノ地
勢タル四囲山嶽他方ト交通ノ便ヲ閉塞シ民家ハ丘陵起伏ノ間二散在シ久シク壷中に生活セシヲ以テ其
生計上ノ有様ハ彼ノ平坦ニシテ交通自在ナル地方ト大二趣キヲ異ニシ随テ生計上甚因難タリ、其明治
十七年秩父新道ノ開通アリテ他ト交渉ノ頻繁ヲ致シ其刺衝ヲ受ケ多少生計上二変化ヲ起セシモ今尚或
ル部分ハ衣食住甚疎野タリ……民業ハ養蚕ヲ最トシ之レニ次クモノハ木材絹太織焼炭等ニシテ養蚕ハ
ー年生計ノ六分ヲ占ム、之レヲ証セソニ明治昔年養蚕概況表二拠レハ本邦現在戸数壱万三千四十八戸
内養蚕戸数壱方戸此ノ収繭高二万八百八十九石ニシテ是レヲ繭及製糸トナシテ売却セシ合額四十三万
三百円ナレトモ其実五拾万円ヲ下ラサルヘシ、是レ太織物販売価金拾万円ヲ以テスレハ甚タ生計上貴
重ノ業タルヲ知ルヘキナリ、是ヲ以テ養蚕期ハ男女悉ク之レニ従事シ已外ハ男ハ農耕及樵業焼炭ヲ為
シ女ハ製糸織物二従事セリ1）」。このように秩父郡は、地理的条件に恵まれず全戸数の76．6％までが
養蚕に従事するというきわめて山村型の農業構造をしめしていた。ちなみに、．明治20年代の郡統計に
よれば、全面積にたいする耕地面積はわずかに18％にすぎず、この耕地のうち水田は0．62％をしめ、
反当1石3’斗平均であった。焼畑は耕地の10％、しかもその80％は劣等地をふくみ、小麦は全耕作地
平均5斗5升、大麦9斗7升2）という低生産性の土地であった。秩父製糸業3）は、かかる社会経済的
基盤を背景として成立し発展することになる。
　秩父郡における座繰製糸の展開は、幕末以降、秩父郡名倉村の森伊左衛門等が上州から座繰製糸技
術を導入したことに端を発する。これをきっかけとして秩父郡を中心に座繰製糸の普及が進んだ。明
治5年には群馬県で富岡製糸場が開業するが、その影響は埼玉県にも及び、・児玉郡や入間郡では座繰
　　　　　1製糸場が設立された。・しかし、この段階での座繰糸は糸質不均整で器械糸は勿論、上州座繰糸よりも1
劣悪であったbそこで、’明治8年比企郡大河村に埼玉県最初の共同揚返場「金橋社」が設立されるに
蓋った。これに刺激をうけ秩父郡では、皆野町の金子徳左衛門、関根嘉五衛門の2名によって明治13
年4月に揚返し業務を主とした「竜門社」が設立され、秩父地方製出の提造糸を捻造に改め、品質を
整一にして輸出したので好評を博した。以上の経緯をへて秩父郡の座繰製糸生産は活発となり、さら
に本稿で分析する製糸組合「改伸社」が共同揚返し・共同出荷を行なったため秩父座繰糸は横浜にお
いても他の生産地糸に十分対抗できるようになったのである。。　　　　　　　　　　　　”
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　ところで、秩父郡内の器械製糸工場の設立状況について述べると、明治11年に薄製糸社が埼玉県の
勧業資金2，000円を無利息’5力年賦で借入れ設立されたが、営業不振のため明治13年に閉鎖された。
これは、当時は経営者の経験が未熟であって、原料の仕入や販売の面で常に他県の製糸業者や商人に
圧迫されたのに加え、各製糸場の資本や規模が零細で、原料繭の購入に際しても必ずしも優良繭の集
荷が出来ず、又製品にも均一性を欠く憾みがあったためである4）。かくして秩父郡最初の器械製糸工
場は失敗に帰したが、これ以降秩父郡では、明治43年7月設立の野上製糸工場まで器械製糸工場はほ
とんど存立しなかった。すなわち、第3表にみるように、明治35年には入間郡で13工場、また大里郡
でも8工場と器械製糸工場が設立されているにもかかわらず、秩父郡では皆無であり、座繰製糸が1
万1，210戸と他郡を大きく引きはなしているのである。これに比例して、郡別製糸産高（第4表）で
は秩父郡が座繰製糸のみで2万1，851貫を生産し、入間・大里両郡の器械製糸　（9，230貫・3，981貫）
をも凌駕しているのは注目に値Uよう。従って、秩父郡では座繰製糸から器械製糸への移行が他郡よ
第・表郡別製糸工場戸数倦：：：灘鎧糞
（単位＝戸）
メ＿明治35年1同・・年大正元年同・年1同・年i同・年同　12年　同　14年
北　足　立 　3S22
11
R6
11
Q6
12
P5
12
P5
?? ?? ??
入　　　間 　13
R，698
　11
S，609
　　6
S，641
　　7
S，125
　　7
R，983
　　9
Q，998
　40
Q，494
　38
Q，653
比　　　企 　1U24
??? 　一
P，465
　一
Q，667
　一
Q，213
　一
Q，190
　一
Q，032
???
秩　　　父’ 　　一
P1，210
　　一
P1，320
　　7
X，803
　22
W，460
　22
V，304
　40
S，430
　30
Q，670
　29
P，539
児　　　玉 　　4
Q，507
　　5
Q，182
　　7
P，845
　11
P，594
　11
P，589
　16
P，107
20
Q82
20
Q41
大　　　里 　　8
Q，320
　　9
R，198
　　8
R，188
　15
Q，750
　15
Q，320
　15
Q，29含
??，??
18
T78
北　埼　玉 　3P55
?? ?? ?? ?? ?? ?? ??
南埼　玉
??
?? ? ?? ? ?? ? ?
北　葛　飾 　3P83
73
X
?? ?? ??
?? ??
??
川　越　市
’
1 ??
埼　玉県 　　38
Q1，198
　　39
Q1，757
　　51
Q1，128
　　76
P9，744
　　75
P7，510
　　94
P3，157
　121
W，299
　119
T，353
〔備考〕　『埼玉県統計書』により作成。
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第・表郡別蹴高｛‡難麟
（単位＝貫）
逮〔］ 明治35年1同・・年i大正元年1同・年［同・年1同・年1同12年1同14年
北　足　立 2，374
Q，253
18，723
@　　52
35，452
@　276
36，223
@　　193
72，377
@　　193
66，894
@　　一
65，958
@　　一
81，180
@　　一
入　　　間 9，230
P1，878
11，233
X，768
22，064
P0，520
33，034
W，840
38，672
W，139
50，465
U，853
49，540
P，645
47，120
P，970
比　　　企 　　300
P，724
　　一
Q，401
　　一
Q，060
　　　一
Q，981
　　　一
Q，213
　　一
R，037
??? ???
秩　　　父 　　　一
Q1，851
　　　『
Q9，964
1，242
Q1，813
5，444
P3，521
　　　5，583
A12，868
10，568
V，813
11，803
@　878
12，730
P，070
児　　　玉 3，292
P7，819
11，383
V，435
22，251
W，015
38，368
T，031
37，091
S，345
58，185
V，432
69，317
@　　132
98，562
@　　147
大　　　里 3，981
Q，090
32，150
U，289
44，850
S，480
69，500
Q，100
85，175
P，620
100，821
@2，866
118，959
@　　571
139，338
@　　605
北　埼　玉 1，296
Q，531
5，250
@　905
5，300
@　767
3，965
@　540
6，827
@　537
11，086
@　332
6，441
@　　38
5，955
@　62
南　埼玉 522V99
810
Q00
　5
P0
1，100
@　一
686
@　5
1，300
@　　15
2，736
@　　12
2，720
@　　15
北　薦　飾 877
Q89
1，489
@　127
2，595
@　　68
1，070
@　20
700
U0
?? ?? 1，944
@　20
川　越（市） 14，228
埼　玉　県 21，872
U1，234
81，038
T7，841
133，759
S8，009
188，704
R3，226
247，111
R0，719
299，319
Q8，298
324，754
@　3，844
03，777
@　4，059
〔備考〕　『埼玉県統計書』により作成。
り遅れ、他郡では明治40年までに移行しているが秩父郡では大正4年以降になるに至った。しかも、
秩父郡の器械製糸は群馬県の碓氷社・甘楽社の進出によって導入されたものがほとんどであり、地元
資本による器械製糸工場は皆無に近かった。
　以上みてきたように秩父郡の製糸業は座繰製糸を主たる生産形態として発展してきたが、その原因
はどこに求めることができようか。第一に資本力の問題を提起できる。すなわち、器械製糸工場設立
および経営には大資本（たとえ銀行等から設立資金・運転資金を借入しようとも）が必要であること
を考えると、社会経済的基盤が堅固でない秩父郡では座繰製糸の方が小資本で、しかも糸価の変動に
対しても事業の伸縮ができる長所をもっていたといえよう。第2に製糸組合（改伸社）による共同揚
返し・共同出荷事業の成功をあげることができる。すなわち、埼玉県は松方デフレによる糸価下落で
打撃をうけた埼玉県製糸業を再興するために、明治18年5月蚕糸組合規則を制定し、蚕糸組合の設立
と粗製濫造の防遇をうち出した。この規則により埼玉県内では各地に蚕糸組合が設立され、秩父郡で
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も改伸社の基礎が確立された。なかでも、この改伸社は成功をおさめ、明治22年頃の状態をみると
「社員自製ノ生糸ヲ合同シテ横濱及米国二直売ジ年々多少ノ利益ヲ得タリ是ヲ以テ本年ノ如キハ社員
増加シテ殆ソド郡内四分ノー之レニ同盟シ大二本邦蚕糸ノ改良ヲ誘引スルニ至レリ5）」　とかなり規模
が大きくなり、座繰糸も順調に売込まれていた様子が窺える。明治24年「第1月20日生糸商況特報6）」
，によれぽ、同日、秩父改伸社の座繰糸は1個7）500円で20個（内、5個ペケ納）が三井売込店で手合
・を受けており、また1月17日には吾妻改伸社8）が1個500円で10個を大河原売込店にて手合を受けて
いる。この時点では、ペケが5個でており、品質は必ずしも優秀とは言えないが、改伸社の設立に墨
って共同揚返し・共同販売が徹底され、粗製濫造を防止できたので、横浜において「改伸社座繰糸」．
は他県の器械糸・座繰糸に十分対抗することができたのである。
　ところで、埼玉県では明治26年に蚕糸取締規則を発布した。これは、従来の蚕糸組合規則によって
組織された製糸組合が郡単位あるいは町村単位に養葺・製種・製糸の各業者を一括し1結成されたた
：め同じ組合内で利害の対立があり9）、そこで、各業者を独立させて利害の対立を緩和しようとした規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のf則であった。この規則に準じて改伸社も「蚕糸改伸組合」として独立し、次節にみるように合資会社
「株式会社・で発展す・に至・・　，　　、　…　，　｝
i（、i）製糸組合・「改伸社」の設立　，　’　：　・　i
，蚕糸改伸組合は、明治26年に秩父郡両神村大字薄72番地に設立された。それに先だち、明治26年8，
1月・脳・「蚕糸麹合設立御認可願…」が組韻惣代加齢三郎（纈商あ・い魎主か）外・ぺ
iによ・て提出されてい・・その時の「規約1’）」によ斌設立の目的は「粗製濫造・製糸・改良掴
肩・国産ヲシテ益搬ナ・シ・ジ・・ヲ欲シ醸麟・旨・略自製出・聯・合同納外各国諏
か同紐・観・増進スル」（第・条）・8・・…具葡聞荊揚返しと期販売℃1・あ・たが環
め目的を達成するがため各組合に対」てはきびしい規則が課せられた。特に技術に関しては「製糸用
座繰バー枠取トシ又器械錐モ「ケンネル」「トモヨリ」ニアラサレハニ枠取ヲ使用スルヲ許サス」（第
21条）、「捻造糸ノ揚器械ハ六窓以上二設置スベシ」（第22条）、「揚枠ノ周囲ハ五尺ト定メ綾取ハ紹ノ
中弐寸ヲ目的トシ平振リー往返シ枠ノ回転一度五分以上ノモノヲ用ユベシ」（第23条）　といったよう
に粗製濫造防止のために明確な規定がなされた。そして、①「組合ノ検査ヲ受ケスシテ捻造糸ヲ売買
シタルモノ」、②「捻造糸ヲ製造スルニ周囲五迄ニアラザル揚枠ヲ用ヒタルモノ」、③「製糸二湿潤其
他不正ノ重量ヲ附着シタルモノ」、④「組合会議ノ決議二随ハサルモノ」（以上第33条）は、組合除名
処分を受けた。以上のように、組合規約は非常にきびしいものであったが、組合員の加盟については
寛容で「地区ヲ定メズ蚕糸業者ノ盟約ヲ以テ組織12）」された。これは・群馬県の碓氷社が組合員資格
として明治12年の『碓氷精糸社社則13）』では「自製繭製糸額凡一貫二百匁以上ヲ製出スルモノニアラ
ザレパ株主トナルヲ得ズ」と規定したほか、22年の社則改正でも「株主ハ壱ケ年製糸壱貫目以上ヲ製
出スヘキモノトス14）」と資格規準を明確にうちだしたのとは好対照である。このため改伸社では加盟
者が急増し、組合出願当時で104人を数え、最終的には819人の加盟者が集まった。これを地域別でみ
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ると（第5表）、地元の両神村大字薄の224人（27，4％）
を最高に、三田川村・尾田時村など秩父郡内全域にわた
っているのが特徴である。
　かかる経緯をへて「蚕糸改伸組合」は活動を開始した
が、その活動内容については資料散逸のため不明であ
る。しかし、その後も活動を継続し、明治30年には「改
伸合資会社」に改称したあと、明治34年10月22日に業務
一切を継続したまま　「改伸株式会社」（以下改伸社）と
して資本金35万円　（1株50円、7，000株）で再スタート
をきることになった。『改伸株式会社定款15）』によれば、
設立目的は「純良ノ生糸ヲ製造シ固有ノ國産ヲ増殖シテ
倍々精良ナラシメ着実信義ヲ旨トシ内外各國二販売シ及
農商工業改良発達ノ為メニ資金ヲ貸付スル」ことであっ
た。ここで注目すべき点は、従来の共同揚返し・共同販
売に加えて資金貸付という金融業務がはじめて明文化さ
れたことであろう。この点は、小鹿野銀行との関連にお
いても見のがせない問題であり第3章で詳述する予定で
ある。さて、株式会社に改組された改伸社の当初の営業
状態についてみると、「本期ノ商況ハ時二僅々タル昇降
ナキニアラザリシモ概シテ糸贋適順取引頗ル好況ニシテ
生糸在荷ノ堆積モナク営業上先以テ苦心ヲ感ゼザル年柄
ナリ殊更地遣糸ノ格安ナルガ為本社ノ事業ハ倍々隆盛多
年ノ希望漸ク其緒二着キ壼千数百個ノ出品ヲ得ルニ至レ
リ将来益々出品ノ増加ト業務ノ改善ヲ謀リ内外荷主ノ信
用ヲ博セソ事諸君ト倶二熱望シテ已マザル虜ナリ16）」と
報告されており、改伸社の事業は順調にスタートをきっ
たことが理解できる。これを反映してか、明治34年頃の
第5表　蚕糸改伸組合・組合員地域分布
町村名μ数（％）
?。?????????????????????????????????????????????（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（?（
???
??????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
?ー??
〔備考〕　「蚕糸業組合設置御認可願」（埼玉
　　県文書館蔵）により作成。
横浜入荷生糸の主要荷主の中で改伸社は1，800個を出荷し全国第10位にラソクされた。また、これを
座繰糸に限定するならば、改伸社は碓氷社（6，000個）、甘楽社（5，000個）、下仁田社（2，500個）、交
水社（2，500個）17）にっいで第5位にラソクされ、座繰製糸結社のなかでも有数の会社であったことが
わかる。しかし、改伸社の経営が順調に進んだ背景には金融機関の存在があったことを忘れてはなら
ない。すなわち、改伸社の「機関銀行」ともいうぺき小鹿野銀行が活発な製糸金融を展開したからに
ほかならないのである。それでは、小鹿野銀行は具体的に如何なる製糸金融を展開し改伸社をパッ
ク・アップしたのであろうか。また、売込問屋による前貸金融はどのようにして行なわれただろう
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か。こうした点に焦点をあてながら、第2・3章は構成されるが、まず、明治前期の小鹿野町金融状
態を概略して、小鹿野銀行設立以前の製糸業と金融の関連を明らかにしておこう。
注））））））））????
9）
10）
11）
12）
13）
14）
15）
16）
17）
「秩父郡長答申書」（埼玉県行政文書『庶務部・郡長答申書』972の15、明治22年、所収）。
井上幸治「秩父事件一その社会的基盤一」（『歴史評論』31頁、昭和25年）。
秩父製糸業については、埼玉県蚕糸業協会編『埼玉県蚕糸業史』（昭和35年）を参照した。
前掲『埼玉県蚕糸業史』293頁。
前掲「秩父郡長答申書」。
同伸会社「第1月20日生糸商況特報」、明治24年1月20日（群馬県勢多郡水沼村星野家文書）。
1個とは1梱（＝9貫匁）のことであり、本文中の20個では180貫匁になる。
吾妻改神社の名が現われていることは、すでに明治24年頃までに改伸社は群馬県に進出していたことを裏
づけている。
前掲『埼玉県蚕糸業史』324頁。
「蚕糸業組合設置御認可願」（埼玉県行政文書r勧業部・農工部』、明治29年）。
「埼玉県秩父窟糸改伸組合規約」（埼玉県行政文書『勧業部・農工商』、明治29年）。
前掲『埼玉県蚕糸業史』327頁。
碓氷社『碓氷社五十年史』13～24頁、昭和2年。
前掲「組合製糸の展開と製糸金融」643頁（原典は明治22年『碓氷社々則』）。
「改伸合資会社解散届井設立届」（埼玉県行政文書『商工務部・会社』、明治34年）。
改伸株式会社『第壱回報告書』1～2頁、明治34年。
前掲『横浜市史』第4巻上、85頁（原典は橋本重兵衛『生糸貿易之変遷』、明治35年）。
2．小鹿野銀行の設立と製糸金融
　　（i）　明治前期の小鹿野町金融と製糸業
　小鹿野町は、秩父郡の中央部に位置し、赤平川に沿って上小鹿野と下小鹿野に分かれ、その上流に
は改伸社が設立された薄村へと続いている。明治35年のr埼玉県営業便覧』によれぽ、当時の人口約
4，200人、戸数780戸で主たる物産は繭、生絹、煙草、薪炭、石材等であった。小鹿野町では江戸時代
から五・十の六斎市（絹市）が開かれ、諸物産の集散地として活況を呈してきた。
　ところで、小鹿野町は明治17年の秩父事件によって困民党の打ちこわし等の被害を受けたことは周
知の事実であるが、明治12年には16戸の質屋が存在していた。当時の総戸数は242戸であったから、
約15戸に1戸の割合で質屋が営業していたことになる1）。しかし、16戸の質屋のうち秩父事件で「焼
打ち」されたものが2戸、「打ちこわし」が6戸であり2）、悪質な高利貸は約半数で残りの質屋は生
活資金を貸出す庶民金融的性格を有していたのではないかと思われる。また、秩父事件後の明治19年
3月に下小鹿野村戸長田隠唯一から秩父郡長に宛た質屋に関する報告3）によれぽ、質屋件数は5戸に
減少しているが、年末現在では1，608円82銭2厘（口数1，991口）、一口当り約80銭貸出されていた。明
治12年頃の小鹿野町諸物価をみると、日雇賃1日15銭位、米1升14銭位であり、一ロ80銭とはかなり
の金額であった。また金利は、10円に対する歩合が平均2分8厘、1円に対する歩合が平均3分1厘
とほぼ公益質屋の金利と同じであった。以上の点から、秩父事件後まで存続した質屋は消費金融をも
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行なったが、一ロ当りの貸金額が大きくなっていることから考えれば、しだいに養蚕資金などを貸出
す生産金融に移っていったのではないかと思われる。
　つぎに、銀行類似会社についてみることにしよう。秩父郡で設立された銀行類似会社はわずか2行
〔肥料貸与会社（皆野村・資本金700円・M15．3開業）、聚産会社（八本村・資本金3，000円・M15．11
開業）〕のみで、小鹿野町では皆無であった。しかし、銀行類似会社を設立しようとする計画はあり、
明治16年10月3日に「銀行類似会社創立之義伺4）」が埼玉県令吉田清英から大蔵郷松方正義に提出さ
れている。
　　　　　　　　　　　　　　　銀行類似会社創立之義伺
　縣下武蔵國秩父郡小鹿野町小鹿原重蔵其他之者協力該町二於テ新生社ト称シ金弐万威千五百圓ヲ資
　本トナシ貸附業致度旨別紙之通願出調査候処不都合無之候間追テー般之條例御制定迄之間民間相封
　二任ヤ認可致度願書及規則書相添此段相伺候也
　　　明治十六年十月三日　　　　埼玉縣令吉田清英　　印
　　　　　大蔵郷松方正義殿
この「創立之義伺」によれぽ、銀行類似会社の設立を目論んでいたのは、小鹿野町の小鹿原重蔵（蚕
糸商か）等で資本金2万5，000円で貸付業を目的とした「新生社」を設立しようとしたのである。そ
の時の「新生社創立規則5）」はつぎのように述べている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　新生社創立規則書
　我皇國物産多シト錐モ其一等ト為ス者ハ翻綜之レナリ就中其地位ヲ占メ其能ク光澤ヲ箒フルニ奎リ
　テハ西哲モ之レヲ評シ以各國ノ冠トス以是顧レハ則本邦ノー大美事ト謂サル可ソ哉然ルニ之レヲ畢
　行スル人ニシテ拾二七八ハ資本二乏クシテ其事ヲ果ス者多シトセス故二同盟協力シテ年々二積金シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ママ　歳々二純益ヲ計リ之レヲ全備セソコトヲ旨トス夫レ目今ノ猿惣家タルヤ動モスレハ業ヲ廃スルノ禍
　ヲ醸シ間破産スルモノアルハ何ソヤ多クハ屋舎ノ狭隆寒暖ノ不順養餌ノ精粗二由ル故二皆其宜キヲ
　得ソト欲スト錐モ大略資財ノ乏キヲ憂ナルノミ鳴乎痛マシイカナ故二同盟奮力シテ相謀リ私力ノ足
　　　　　　　　　　　　　　　　　ママ　ラサルモノアルトキハ此資金ヲ貸附シ滋慧業ヲ盛ニシー層ノ聲債ヲ挙ケシメ以テ脚力國恩二報セン
　　　　　　　　　　　　マ　　マ　トス之レ本社ヲ創立スルノ以所ナリ
　この新生社は明治16年11月22日大蔵郷から設立認可を得た。しかしながら、新生社が実際に営業を
開始したのか、については不明である。明治17年には銀行類似会社（および私立銀行）の設立規準が
厳しくなり、’ i1）株主の責任は必ず無限たるぺきこと、（2）株金は必ず1万円以上たるべきこと、（3）株金
の払込は必ず1年以内たるべきこと、（4）私立銀行で貯蓄預金を兼営するものは、これを監督するに由
がないから今後許可しないこと、（5）株券その他物品の売買等銀行本務外の業務を営むことは許されな
いこと6）、という内規が定められたのでこの内の何か（たとえぽ、秩父郡という貧しい地域では株金
払込が1年以内に終了できなかった、とか）に抵触して設立されなかったのかもしれない。しかし、
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設立の成否はともかくとして、r新生社創立規則書」に述べられた「養蚕業育成のために資金を貸付
ける」という一節は、小鹿野町の地場産業に即した金融機関の設立目的といえよう。もちろん、その
場合貸金の性格7）がどんなものであったか問題になるが、すでに明治16年に養蚕資金貸付の目的をも
った金融機関を設立しようとする計画があρた（また、そういう人達が存在した）ことは、後の私立
銀行設立の社会的基盤を形成したと言っても過言ではあるまい。そして、こうした社会的基盤を踏台
として小鹿野銀行は明治29年に設立されるのである。
　　（ii）　小鹿野銀行の設立事情
　小鹿野銀行設立計画は、明治29年5月頃から具体化され始めた。まず、5月16日に発起人総会が開
かれ、ついで5月29日には「銀行設立発起願」が仮定款・目論見書を添え村上半四郎外13名の発起人
によって大蔵大臣に提出された8）。　また、6月3日には　「株式会社小鹿野銀行発起二関スル調査9）」
が埼玉県知事宛に提出されたが、これによって設立の意図が明確にうち出された。それは、つぎのよ
うである。
　　　　　　　　　　　　　　株式会社小鹿野銀行発起二関スル調査
1．株式会社小鹿野銀行ノ設立ヲ要スル理由井二将来維持之見込
　　小鹿野町ハ秩父郡中大宮町二継ゲル商業繁盛ノ地ニシテ附近物産之集散スルノミナラス近年器械
　製糸ノ工場ヲ起シーケ年間ノ製造額五百四拾貫余アリ又隣村両神村ニハ生糸合同販頁ヲ事業トスル
　改伸社ナルモノアリテーケ年間ノ製産額二千七百貫前后ニシテ是迄ハ大宮町二於テ荷為替ノ取組ヲ
　為シ来リシガ種々ノ木便勘カラス又商工業ハ日々発達之状況ニテ資金ノ融通及諸為替金等ノ必要益
　々逼迫ヲ告ゲ之ヲ以テ銀行ノ創立ハ目下ノ急務二属シ随テ将来ノ維持ハ確実ナルヘシト認ム（傍点
　は筆者）
　この調査書から、小鹿野町は生糸・織物・煙草などの物資集散地であることに加えて、器械製糸工
場が出現して年間540貫余の生産を上げていること、さらに、改伸社の生産額（座繰製糸）は器械製
糸の約5倍にあたる2，700貫前後に達し、従来利用していた秩父銀行10）だけでは荷為替等の資金需要
に対応できなくなった、ということを理解できる。そこで、小鹿野町に私立銀行を設立し、改伸社に
対して十分な資金を供給するとともに、小鹿野町商工業の発展にも役立てようということになったの
である。したがって、創立時の小鹿野銀行の営業科目は（1）証券ノ割引及代金取立、（2）為替及荷為替、
（3）諸預リ金及貸付11）が記載されており、なによりも割引手形・代金取立手形・荷為替などを主たる目
的とした製糸金融あるいは商業金融を主軸に営業しようとしたことを窺い知ることができる。
　かくして、先に提出した「銀行設立発起願」に対して6月27日付で発起許可が下り、8月13日には
創業総会が小鹿原利三郎方（石田楼）にて開会され役員選出等が決定された12）。ついで、8月28日を
もって発起人より銀行設立免許願が差出され、10月7日付免許を10月22日に得た上で11月4日から営
業を開始した13）。設立当時の資本金は5万円（1株25円、2，000株）であった。
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第6表　小鹿野銀行主要株主（創立時）
持　株　数 所有不動産・動産概価格 改伸株式
姓　　名 住　　所 職　　　業 黙翻騰編 創立時職塁矧家瞬産 会祉搖柏煤iM．35 備　　　　　　　　考
加　藤　晋四郎
ｺ　上　半四郎
ﾖ藤午代吉
?@土　晴三郎
?@間　良　承
ﾄ崎佳蔵（コト）
x　山　永祐
氈@嶋　福松
ﾁ　藤　冨太郎
}　間　茂　平
蜍v保　己之作
c　鴎　篤重郎
焉@池宗太郎
ﾁ　藤　市三郎
ｴ　　　菊　蔵
ﾁ　藤　半　治
V　井　彦三郎
沒?o作M　崎・國五郎
e　池　群二郎
轣@嶋　五三郎
ｷ　澤平　吉
ﾁ　藤　芳三郎
?@見　四　郎
ｷ　又　市蔵
ﾁ　藤金三郎
ﾑ　　　留　蔵
ｽ　田　理三郎
｡　山　志　津
a@橋　源三郎
?@　　和十郎
R’田　驚太郎（柴崎佐平相続人）
ﾄ　崎禎　七
秩父郡小鹿野町
@〃　　　　〃
@〃　　　　〃
@〃・下吉田村
@〃　小鹿野町
@〃　　　　〃
@〃　三田川村
@〃　　　　〃
@〃　両神村
芒骭S小川町
＆レS小鹿野町
@〃　　　　〃
@〃　　　　〃
@〃　　　　〃
@〃　　　　〃
@〃　　　　〃
@〃　上吉田村
@〃　三田川村
@〃　小鹿野町
@〃　　　　〃
@〃　　　　〃
@〃　両神村
@〃　小鹿野町
@〃　　　　〃
@〃　両神村
@〃　　　　〃
@〃　長若村
@〃　上吉田村
@〃　皆野村
@〃　三田川村
@〃　　　　　〃
@〃　両神村
@〃　小鹿野町
農業（地主）
熾梠ｾ物商
熾梠ｾ物商
?｢業（晴菊）
_業（地主）
縺@　　者
@　　　　，，ﾝ油醸造業
_業（質屋兼業か）
?@繭　商
熾梠ｾ物商（常盤屋）
?ﾞ製造（久和泉屋）
r物雑品商
_業（地主）
??E・薬種商（栄屋）
､　　　業
@　〃　　　　　－9
¥種製造　　　　　　　辱
@　　　　7，
蒼熬ﾊ運店
　110@100
@100
@83@60@60@52@50@40@40@40@30@30
E　30@30@30@30@28@25@20@20@20@20@20@20@20@20@20
@20・@20@20@20@20
135
Q1
X5
X3
R9
S0
T0
P30
f42
R6
C30
R0
Q0
Q0
S2
Q5
U2
Q0
R1
Q0
Q5
Q0
Q0
Q0
Q0
@20
@20
@20
副頭取
ｪ　取
ﾄ査役
謦??
締役取
??梼x
z人監
ｸ役監
ｸ役?
，1735
C8801
C329　
Q97L
S851
C662　
U21　
R75　
Q85　
S98　R332
C200?
，0005
C0001
C000　
P201
C600　
T001
C1001
C0501
C000　
P505
C000?
，0503
C 501
C000　
S17　
P50　
T001
C0001
C5001
C200　
W00　V003
C000?
26
P1
Q1
O1
S2
????????????????
会議員（M40．9）武
ﾑ銀行頭取、秩父銀行重役（ともに創立時）、郡会甑員（M30。9）郡
?c員（M29．9，　M36．9，　T8．9）、郡長（T8．11），郡
?c員（M29．9）、県会議員（M23．3～M32．9）秩
ヮ膜盾ﾌ際打ちこわしに遭遇郡
?c員（M32．9～M40．9）、郡長（M43）、県会臓員（M36．9～M44．9）町
?c員（M23～S17）、埼玉県蚕種同業組合囲会長（M42～）改
L株式会社々長、県会議員（M18．12，　M21．11）三
c川村々長（M27．5～M30。2）（M33．10～M37．10）三
c川村々長（M30．3～M31．4）国
_銀行取締役（M33～）秩
ヮ膜盾ﾌ際打ちこわしに遭遇
備考〕　（1）小鹿野銀行『営業報告書』（第1・25期）、「株式会社小鹿野銀行発起二関スル調査」、改伸株式会社『株主氏名簿』（明治35年3月31日現在）、
　　　　『日本全国商工人名録』（明治40年）、『小鹿野町誌』（昭和51年）、『埼玉銀行史』（昭和43年）により作成。
　　（2）明治29年下半期の全株主は156名（2，000株、1株25円）、同41年下半期は155名（2，000株、1株50円）。
　ここで創立時の主要株主（第6表）についてみると、頭取には呉服太物商の村上半四郎、副頭取に
は地主の加藤晋四郎が就任した。この2人は、所有不動産・動産の合計概価格が加藤（1万6，223円）、
村上（1万4，030円）にも及びともに小鹿野町を代表する資産家であった。その他の役員には、取締
役に引間良承（地主）・柴崎佳蔵（医者）、取締役兼支配人に菊池群二郎（商業）、監査役に肥土晴三
郎（酒造業）・加藤芳三郎（蚕種製造）・加藤金三郎（改伸社社長）が選ぼれその任に当った。このよ
うに、役員には呉服太物商・醸造業・蚕種製造に従事する商人あるいは地主が選出されたが、その他
の主要株主の職種にも同様な傾向をみることができる。他銀行との関連では、肥土晴三郎が武毛銀
行14）と秩父銀行の役員を兼任しているほか、山田驚太郎が国神銀行15）取締役になっているのが注目で
きよう。また、小鹿野銀行と改伸社の結びつきは強く、小鹿野銀行主要株主33名中20名が改伸社の株
主になっている。さらに、小鹿野銀行20株以下の株主の中にも、改伸社役員を務めている者がおり、
守屋太三郎（取締役）・近藤喜平太（監査役）などがその例である。かかる点からも、小鹿野銀行は
改伸社を金融面からパック・アップする、いわぽ「機関銀行」として設立に至ったと考えられるが、
その内容については後述する。
　つぎに、小鹿野銀行の株主分布（第7表）に目をむけてみると、小鹿野町の株主が50人で全体の
32．1％を占めていることがわかる。しかも、20株以上が17名もおり他村に比して大株主が集中してい
る。これは、さきにみた小鹿野町商人・地主が中心となって銀行設立を試みたことを再確認できよ
う。小鹿野町に次いでは、三田川村と両神村の株主が多く、それぞれ33人（21．2％）、24人（15．5％）
である。しかし、その分布状況は20株未満の株主が圧倒的であり、小鹿野町株主とは好対照をなして
いる。おそらく、この2村からの出資は商人よりもむしろ養蚕を主軸とした農民からの出資と考えら
第7表　小鹿野銀行地域別株主分布（明治29年下半期）
小鹿野
ｬ
両神村三田川
ｺ 薄i小森
上吉田
ｺ
下吉田
ｺ 長若村皆野村倉尾村
芦ケ久
ﾛ村
太由村
比企郡
ｬ川町
不明 合計
　100株以上
W0～99株
U0～79〃
T0～59〃
S0～49〃
R0～39〃
Q0～29〃
P0～19〃
T～9〃
@　4〃
@　3〃
@　2〃
@　1〃
??????
?????
? ????1
1 1
「－
@1
?
??????????
計 　50i32．1）　33i21．2）　19i12．2）　5i3．2）
15
i9．6）
12
i7．7）
10
i6．4）
　1
i0．6）
　1
i0．6）
　1
i0．6）
　1
i0．6）
　1
i0．6）
　7
i4．5）
156
i100．0）
〔備考〕　小鹿野銀行『第1期営業報告書』により作成。
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第8表　小鹿野銀行の経営内容 単位：円
年 度資本金繍資積立＆（・）解驚纐金・総貸出（・）蕩／醗純益金
明治29年下 50，000 14，000 0 14，000 1，630 14，464887．3 44
30年上 50，000 18，000 5 18，005 5，028 18，555 369．0851
下 50，000 26，00091 26，091 29，024 48，223 166．1 1，449
33年上 100，000 50，0001，502 51，502 24，4745，784 309．7 4，509
下 100，000 58，0001，902 59，902 32，564 102，63815．2 5，116
36年上 100，000 74，0004，402 78，402 21，506 95，366443．4 4，561
下 100，000 74，0004，902 78，902 32，642103，280316．4 4，424
39年上 100，000 74，0007，500 81，500 31，158109，272350．7 5，723
下 100，000 74，0008，000 82，000 51，410 139，207270．8 7，102
42年上 100，00082，00011，00093，000 50，1141，358282．1 7，546
下 100，00082，00011，50093，500 65，238 161，41624 ． 7，723
45年上 100，00082，00013，20095，200 69，982 165，435236．4 5，017
下 100，00082，00013，50095，500102，242 198，11493．8 5，335
〔備考〕　（1）各期r小鹿野銀行営業報告書』により作成。
　　　（2）円以下切り捨て。
れよう。また、両神村薄からは19人が出資しているが、この地には改伸社が存立していることからそ
の関係からの出資とみなすことができる。
　以上のような経過をへて小鹿野銀行は設立されたが、その経営状況はどうであったろうか。かかる
点を第8表から分析することにしよう。まず、資本金は当初5万円（1株25円、2，000株）でスター
トしたが、早くも明治32年下半期には10万円（1株50円、2，000株）に増資された。しかし、資本金
の払込状況は設立時から順調とは言いがたく、30年下半期に至っても2万6，000円と公称資本金の半
分ほどしか払込まれていない。これは、小鹿野銀行「定款」第9条に記載されている如く、株金払込
が明治33年3月31日迄の計8回に分割されているからである。おそらく、弱小株主に経済的便宜をあ
たえていたためと思われる。一方、積立金は明治33年頃から順調に積立てられるようになり、毎期300
～500円が着実に積立てられ45年下半期には1万3，500円に及んだ。したがって、これに比例して自己
資本も増加している。つぎに、預金についてみると、30年下半期には2万9，024円であったのが45年
下半期までに10万2，242円と約3．5倍の増加をしめした。しかし、総預金が自己資本を上回るのは、45
年上半期まで（30年下半期を除く）皆無であり、運用資金を株主からの出資金に大きく依存する典型
的な明治期の地方銀行のパターンを示している。さて、その貸出金であるが、これは30年下半期に4
万8，223円であったのが45年下半期には19万8，114門と約4．2倍に増加し、活発な資金需要があったこ
とを裏づけている。また、貸付金の増加率4．2倍は預金のそれ（3．5倍）をも上回っており、その結
果、預貸率も200～300％と高いオーバー・ローソの様相を呈することになった。
　以上、小鹿野銀行の経営内容を概略したが、明治期を通して資金需要はかなり高かったことを知る
ことができた。それでは小鹿野銀行は如何なる階層から貸付資金を集め、如何なる階層に貸出したの
だろうか。また、改伸社には如何なる資金的援助をしたのか。以下、そうした点を中心に資金源泉と
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資金運用を詳細に分析することにしよう。
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